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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

事業報告

１．新株予約権等に関する事項

２．責任限定契約の内容の概要

３．業務の適正を確保するための体制

４．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

５．会社の支配に関する基本方針

連結計算書類

連結注記表

計算書類

個別注記表

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

極東証券株式会社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.kyokuto-sec.co.jp）に掲載することにより株主の皆さまに
提供しております。

表紙
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事業報告

１．新株予約権等に関する事項

（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

２．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

としております。

３．業務の適正を確保するための体制

（1）当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るため、「倫理コード」やコンプライアンスの基本原則を定めた「コンプライアン

ス・マニュアル」を制定するとともに、具体的な行動計画を「コンプライアンス・プ

ログラム」として策定し、その徹底を図っております。

②職務執行の適正性を検証するため、内部監査部門による営業部店検査及びグループ会

社を含む業務監査を定期的に実施し、検査（監査）報告会等を通じて問題点の共有と

改善事項の徹底を図っております。

③財務報告の信頼性を確保するため、「内部統制運用規程」を定め、財務報告に係る内

部統制及び運用を行うための社内体制を整備しております。

④反社会的勢力との関係を一切遮断することを目的とし、反社会的勢力への対応を所管

する部署や担当者を設置するとともに、警察等関連機関とも連携し、組織全体で毅然

とした対応を行っております。

－ 1 －

新株予約権等に関する事項、責任限定契約の内容の概要、業務の適正を確保するための体制
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（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び社内規程に基づき文書とし

て作成しております。

これらの情報は「文書取扱規程」及び「情報セキュリティ規程」に基づき、適切な保存

及び管理を行っております。

（3）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループの損失の危険の管理に関しては、「リスク管理規程」を制定し、管理すべ

きリスクの所在と種類を明確にしたうえで、それぞれのリスクごとに管理規則を定めてお

ります。

リスク全般の管理に関しては、「リスク管理統括責任者」及びリスク管理部を設置し、

統合的にリスク管理を行っております。

事業継続計画（BCP）に関しては、「危機管理規則」及び「危機対応マニュアル」を制

定し、緊急時の対応体制を整備しております。

（4）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、執行役員制度を導入し、業務執行権限を執行役員に委譲することで、経営の効

率化及び取締役による業務執行に対する監督機能を強化しております。

また、「業務分掌・決裁権限規程」を制定し、取締役が効率的かつ適切に業務執行でき

る体制を整備しております。

取締役会を経営上の最高意思決定機関として位置付けるとともに、経営会議を月１回開

催し、経営上重要な業務に関する事項及び経営計画・営業計画等に関する報告・協議を行

っております。

（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制、グループ会社の取締役等の職

務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社グループ全体の業務の整合性の確保と効率的な遂行を図るため「グループ会社管理

規程」を制定し、営業成績・財務状況その他の重要情報の定期的な報告を求め、グループ

会社の適切な管理を行っております。

当社の内部監査部門及び監査役による監査によって、グループ会社の業務執行の適正性

の確保を図っております。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制
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（6）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対す

る指示の実効性の確保に関する事項

当社の監査役が監査役の職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合、監査役と協議の

うえ、専ら監査役の指揮命令に従う使用人を配置する等、必要な措置を講じております。

（7）当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制、子会社の取締役・監

査役等・使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体

制

当社の取締役・使用人は、監査役に対して法定事項に加え、当社及びグループ会社に重

大な影響を及ぼす事項、検査・監査の実施状況、内部通報制度による通報内容等を速やか

に報告する体制を整備しております。

（8）監査役へ報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

当社の「内部通報規程」の一部を準用することにより、当社の監査役に対して報告を行

った取締役又は使用人について、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制を整備しております。

（9）当社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役から、その職務の執行に要する又は要した費用等を請求した場合、当該

費用が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに対応して

おります。

（10）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、各種会議への出席、議

事録等の閲覧、取締役との会合、会計監査人等との連携など、体制を整備しております。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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４．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

（1）取締役の職務執行

当社の取締役会は、社外取締役２名を含む取締役７名で構成され、社外監査役２名を含

む監査役３名も出席して開催いたしました。

当事業年度において、取締役会を20回開催いたしました。毎月１回、定期的に開催する

とともに必要に応じ臨時取締役会を開催し、機動的に対応できる経営体制に努めました。

取締役会では、業績の状況確認や重要事項の決定及び経営陣（執行役員を含む業務執行

役員）・取締役の職務執行状況の監督を行いました。

その他、業務執行取締役及び執行役員で構成される経営会議において、経営上の重要な

業務に関する事項及び経営計画・営業計画等に関する報告・協議を行いました。

（2）コンプライアンス体制

当社は、法令・諸規則遵守の強化を図るため、コンプライアンスに関する具体的な行動

計画を「コンプライアンス・プログラム」として纏め、取締役会で決議いたしました。

また、コンプライアンス委員会を必要に応じて開催し、「コンプライアンス・プログラ

ム」の進捗状況を確認するとともに、社内コンプライアンス体制の改善策を立案・実施い

たしました。

さらに、それら施策の社内徹底を図るために、当社グループ全役職員を対象とした社内

研修を定期的に実施いたしました。

（3）リスク管理体制

「リスク管理規程」で定める各リスク担当部署は、各リスクの管理状況等を規程類に則

り、定期的に取締役会に報告いたしました。

また、事業継続計画（BCP）に関しては、「危機管理規則」及び「危機対応マニュアル」

に基づき、危機対応に関する訓練を実施し、その妥当性や実効性を検証いたしました。

（4）グループ会社管理

当社の取締役会は、グループ会社の経営計画を決議するとともに、毎月連結グループ会

社の業績報告を受けております。

また、「グループ会社管理規程」に基づき、グループ会社のその他重要事項の決定につ

いても当社が事前承認を行い、業務の適正を確保いたしました。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制
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さらに、当社の内部監査部門及び監査役は、グループ会社の業務の効率化、適法性及び

妥当性の監査を行いました。

（5）監査役の職務執行

当社の監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成され、当事業年度におい

て、監査役会を14回開催いたしました。原則毎月1回、定期的に開催するとともに必要に

応じ臨時監査役会を開催し、監査役の職務の執行に関する事項等を決定いたしました。

常勤監査役を中心に監査方針、監査実施計画等に基づき取締役会や社内重要会議に出席

し経営の監視を行う他、往査等を実施し各部門の監査を実施いたしました。

５．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

－ 5 －

業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針
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連結計算書類
連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　　　 ３社

主要な連結子会社の名称　　　　　　 極東プロパティ株式会社

株式会社ＦＥインベスト

合同会社ワルキューレ匿名組合

②　主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　　　　　　　　 株式会社極東証券経済研究所

ＦＥファンド12号投資事業有限責任組合　他

連結の範囲から除いた理由　　　　　非連結子会社はいずれも小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計

算書類に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

③　議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった

会社等の名称等

子会社としなかった主要な会社の名称 ＦＥファンド２号投資事業有限責任組合　他

子会社としなかった理由　　　　　　当該投資事業有限責任組合に対して支配力基

準を適用するにあたり、業務執行者の執行する

業務が管理業務に準ずる業務であることが明

らかであり、当該投資事業有限責任組合の財務

及び営業又は事業の方針を決定できないこと

が明らかであると認められるためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社（株式会社極東証券経済研究所、ＦＥファンド12

号投資事業有限責任組合他）及び関連会社（東京ベンチャーギア株式会社）は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

－ 6 －

連結注記表
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なるものの、差異が３ヶ月を超えないため、

当該子会社の決算日現在の計算書類を使用している会社の数は１社であります。なお、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な修正を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　トレーディングに関する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品勘定に属するトレーディング商品（売買目的有価証券）及びデリ

バティブ取引等については、時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用してお

ります。

②　トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

ロ．その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

時価のあるもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

直近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

③　トレーディング関連以外のデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

④　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づいております。

－ 7 －

連結注記表
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⑤　重要な引当金及び準備金の計上基準

イ．貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、当社及び連結子会社所定の計算方法による

当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

ハ．金融商品取引責任準備金

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に基づき準備金を

積み立てております。

⑥　退職給付に係る会計処理の方法

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の計算は簡便法を適用

しております。

⑦　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

⑧　消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

－ 8 －

連結注記表
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

預金 60百万円

土地・建物 3,583百万円

投資有価証券 510百万円

計 4,153百万円

②　担保に係る債務

短期借入金 1,975百万円

信用取引借入金 123百万円

計 2,098百万円

上記のほか、信用取引借入金及び証券金融会社からの有価証券借入れの担保として、有

価証券の消費貸借契約により受入れた有価証券901百万円を差入れております。なお、金額

は期末時価によっており、連結貸借対照表には計上されておりません。また、現物取引清

算基金等への担保として、投資有価証券581百万円を差入れております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 908百万円

(3) 保証債務

従業員の持ち家融資等による金融機関からの借入金に対する

保証債務
18百万円

－ 9 －
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 32,779,000株 －株 －株 32,779,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 877,432株 64株 －株 877,496株

（注）自己株式の増加64株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

　(3) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年４月28日
取 締 役 会

普通株式 1,276百万円 40円 平成29年３月31日 平成29年６月７日

平成29年10月27日
取 締 役 会

普通株式 957百万円 30円 平成29年９月30日 平成29年11月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成30年４月27日開催の取締役会において次のとおり決議しております。

配当金の総額 1,276百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 40円

基準日 平成30年３月31日

効力発生日 平成30年６月６日

－ 10 －
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４．金融商品に関する注記

 （1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、①有価証券の売買等、②有価証券の売買等の委託の媒介、③有価証券

の引受け及び売出し、④有価証券の募集及び売出しの取扱い、⑤有価証券の私募の取扱い

などの金融商品取引業を中心とする事業を行っております。

これらの事業を行うため、当社では自己資金並びに金融機関からの借入れのほか、コー

ルマネーによる市場からの資金調達を行っております。

資金運用につきましては、預金や貸付金のほか、多様な運用ニーズを持つお客さまとの

取引を目的とするトレーディング業務及び自己の計算に基づき時価の変動等を利用して利

益を得ることを目的とするトレーディング業務等を行っております。

当社グループは、資金運用が拡大・多様化する中、リスク管理は経営上の最重要課題と

の認識に立ち、経営の健全性確保並びに経営資源の効率的活用を目的としたリスク管理体

制の構築を図っており、重要事項については、取締役会にて審議決定することとしており

ます。商品有価証券に係る市場リスクについては、取締役会が半期ごとにポジション・リ

スク限度額を各トレーディング部門に配分し、各トレーディング部門は、その範囲内で運

用ルールを決定のうえ管理する体制となっております。また、「商品有価証券等に係る取

扱基準」を定め、発行体ごとの限度額を設定するなど信用リスクの抑制・管理を行ってお

ります。リスク管理体制としては、各部門の業務・管理グループが、時価評価を行い、日々

のポジション・リスク額・損益の状況をチェックのうえ、日々、社長及び担当取締役・執

行役員に報告しております。さらに、総合的な牽制機能として、リスク管理部が、適正な

自己資本規制比率維持の観点から、全社的なリスクの状況を取り纏め、日々、全取締役・

執行役員並びに監査役に報告するほか、毎月末の自己資本規制比率並びにその詳細を取締

役会に報告しております。

また、投資有価証券につきましては、取得時に、投資目的とリスク管理規程に定めるリ

スクについてあらかじめ担当本部と企画管理本部で検討のうえ、取締役会又は社長の承認

を得るものとしております。

デリバティブ取引につきましては、トレーディング業務におけるリスクヘッジを目的と

して利用しているほか、顧客の外貨建有価証券取引に付随した通貨先物や為替取引を行っ

ております。

－ 11 －
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 （2）金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

（（注）２．）は含まれておりません。

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金・預金 9,278 9,278 －

（2）預託金 10,369 10,369 －

（3）金銭の信託 2,571 2,571 －

（4）約定見返勘定 1,317 1,317 －

（5）商品有価証券等（売買目的有価証券） 30,008 30,008 －

（6）営業投資有価証券 － － －

（7）投資有価証券 5,656 5,656 －

（8）信用取引資産 5,568 5,568 －

　　資産計 64,769 64,769 －

（1）商品有価証券等（売買目的有価証券） － － －

（2）信用取引負債 252 252 －

（3）預り金 10,407 10,407 －

（4）短期借入金 11,325 11,325 －

（5）未払法人税等 582 582 －

（6）長期借入金 1,000 1,000 －

　　負債計 23,568 23,568 －

デリバティブ取引（※）

（1）ヘッジ会計が適用されていないもの 128 128 －

（2）ヘッジ会計が適用されているもの － － －

　　デリバティブ取引計 128 128 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については（　）で示しております。

－ 12 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金・預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

（2）預託金及び（3）金銭の信託

預託金及び金銭の信託については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

（4）約定見返勘定

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（5）商品有価証券等、（6）営業投資有価証券及び（7）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。また、投資信託については、公表

されている基準価格によっております。

（8）信用取引資産

信用取引資産は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価

は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

負　債

（1）商品有価証券等

これらの時価については、取引所の価格によっております。

（2）信用取引負債

信用取引負債は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映するため、時価

は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（3）預り金、（4）短期借入金及び（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

（6）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社

の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると

考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間

ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率

で割り引いて現在価値を算定しております。

－ 13 －
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デリバティブ取引

（1）ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと

の連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損

益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

①トレーディングに係るもの

種類

平成30年３月31日現在（※）

契約額
（百万円）

契約額のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

為替予約取引

売建 4,303 － 125 125

買建 － － － －

（※）取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

②トレーディングに係るもの以外

種類

平成30年３月31日現在（※）

契約額
（百万円）

契約額のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

為替予約取引

売建 1,535 － △1 △1

買建 625 － 4 4

（※）取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（2）ヘッジ会計が適用されているもの

該当事項はありません。

－ 14 －
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、

（6）営業投資有価証券、（7）投資有価証券には含めておりません。

区　分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 127

その他 327

合　計 455

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

時価開示の対象としておりません。

５．賃貸等不動産に関する注記

 （1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び連結子会社では、東京都において、賃貸用のビル（土地を含む）を有しており

ます。

 （2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

3,747 3,669

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主として外部の不動産鑑定士による不動産価格調査報

告書に基づく金額であります。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,457円39銭

(2) １株当たり当期純利益 96円09銭

－ 15 －
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計算書類
個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) トレーディングに関する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品勘定に属するトレーディング商品（売買目的有価証券）及びデリバ

ティブ取引等については、時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

(2) トレーディング関連以外の有価証券等の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

時価のあるもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な直近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(3) トレーディング関連以外のデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。なお、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）はありません。また、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。

②　無形固定資産及び長期前払費用

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

－ 16 －

個別注記表



2018/05/25 14:11:07 / 17368230_極東証券株式会社_招集通知

(5) 引当金及び準備金の計上基準

①　貸倒引当金

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法による当期の負担すべき支

給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。また、執

行役員の退職給付に備えるため、執行役員退職慰労金内規に基づき、必要額を計上して

おります。なお、退職給付債務の計算は簡便法を適用しております。

④　金融商品取引責任準備金

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５に基づき準備金を積み

立てております。

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(7) 消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

預金 60百万円

土地 7百万円

投資有価証券 510百万円

計 577百万円

②　担保に係る債務

信用取引借入金 123百万円

計 123百万円

上記のほか、信用取引借入金及び証券金融会社からの有価証券借入れの担保として、有

価証券の消費貸借契約により受入れた有価証券901百万円を差入れております。なお、金額

は期末時価によっており、貸借対照表には計上されておりません。また、現物取引清算基

金等への担保として、投資有価証券581百万円を差入れております。

－ 17 －

個別注記表



2018/05/25 14:11:07 / 17368230_極東証券株式会社_招集通知

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 519百万円

(3) 保証債務

従業員の持ち家融資等による金融機関からの借入金に対する

保証債務 18百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを含む）

①　関係会社に対する短期金銭債権 20百万円

②　関係会社に対する長期金銭債権 808百万円

③　関係会社に対する短期金銭債務 4百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

(1) 関係会社からの営業収益 3百万円

(2) 関係会社への営業費用 565百万円

(3) 関係会社からの営業外収益

(4) 関係会社からの特別利益

7百万円

339百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 877,432株 64株 －株 877,496株

（注）自己株式の増加64株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 82百万円

未払事業税 27百万円

貸倒引当金 1百万円

その他 192百万円

評価性引当額 △162百万円

計 140百万円

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 10百万円

退職給付引当金 16百万円

長期未払金 132百万円

その他 1,063百万円

評価性引当額 △1,175百万円

計 47百万円

繰延税金負債（固定）

前払年金費用 △159百万円

その他有価証券評価差額金 △275百万円

計 △435百万円

繰延税金資産の純額 △246百万円

６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2) 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

(3) 子会社等

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,345円84銭

(2) １株当たり当期純利益 91円74銭
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